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地方銀行 会員代表者 

株式会社群馬銀行 取締役頭取 深井 彰彦 

株式会社滋賀銀行 取締役頭取 久保田 真也 

株式会社池田泉州銀行 代表取締役頭取兼ＣＥＯ 鵜川 淳 

株式会社福井銀行 取締役兼代表執行役頭取 長谷川 英一 

株式会社七十七銀行 取締役頭取 小林 英文 

株式会社北九州銀行 取締役頭取 嘉藤 晃玉 

株式会社福岡銀行 取締役頭取（代表取締役） 五島 久 

株式会社足利銀行 取締役頭取 清水 和幸 

株式会社きらぼし銀行 取締役頭取 渡邊 壽信 

株式会社関西みらい銀行 代表取締役兼社長執行役員 西山 和宏 

 

信託銀行 会員代表者 

三井住友信託銀行株式会社 取締役社長 大山 一也 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 取締役社長 長島 巌 

みずほ信託銀行株式会社 取締役社長 梅田 圭 

 

その他の銀行 会員代表者 

ＰayＰay銀行株式会社 代表取締役社長 田鎖 智人 

株式会社埼玉りそな銀行 代表取締役社長 福岡 聡 

株式会社あおぞら銀行 代表取締役社長 谷川 啓 

楽天銀行株式会社 
代表取締役社長 最高執行

役員 
永井 啓之 

株式会社新生銀行 代表取締役社長 川島 克哉 

ソニー銀行株式会社 代表取締役社長 南 啓二 

住信ＳＢＩネット銀行株式会社 代表取締役社長 円山 法昭 

auじぶん銀行株式会社 代表取締役社長 石月 貴史 

ＧＭＯあおぞらネット銀行株式会社 代表取締役社長 山根 武 

 

外国銀行 会員代表者 

バークレイズ銀行 日本における代表者 森原 恒輔 

香港上海銀行 日本における代表者 Edward Weeks 

ＵＢＳ銀行 

日本における代表者 東京

支店長 カントリー・オペレ

ーティング・オフィサー 

山田 真資 

ソシエテ・ジェネラル銀行 
日本における代表者兼東京

支店長 
Bruno Gaussorgues 

クレディ・スイス銀行 日本における代表者 桑原 良 

ＪＰモルガン・チェース銀行 
日本における代表者兼東京

支店長 
李家 輝 

ビー・エヌ・ピー・パリバ銀行 日本における代表者 Antoine Gustin 

シティバンク、エヌ・エイ 日本における代表者 マーク・ラウル・マリー・



















別紙１ 一般社団法人金融先物取引業協会の活動状況 

ＦＦＡＪ活動記録 

（２０２３．０４．０１ ～ ２０２４．０３．３１） 

 
月 日 事 項 分 類 内 容 等 文書番号 

2023 年 

０４０３ 通知文書 業務部 新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけ変更に

伴う業種別ガイドラインの廃止及び位置づけの変更に際して

の事業者の取組への支援について 

５８Ｅ 

０４０６ 通知文書 業務部 契約締結前交付書面（ひな形）の作成について （金利先物取

引説明書） 

６７Ｅ 

０４０７ 通知文書 総務部 無登録の FX 業者とのトラブル防止のための啓発動画の公開

について 

６８Ｅ 

０４０７ 通知文書 業務部 外為法に基づく銀行等の確認義務の履行の徹底等について ７１Ｅ 

０４０７ 通知文書 業務部 令和５年２月 24 日付け FATF 声明を踏まえた犯罪による収

益の移転防止に関する法律の適正な履行等について 

７２Ｅ 

０４１１ 通知文書 業務部 2024（令和６）年度卒業・修了予定者等の就職・採用活動に関

する要請について 

７３Ｅ 

０４１８ 通知文書 業務部 新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付け変更後

の療養期間の考え方等について（令和５年５月８日以降の取

扱いに関する事前の情報提供） 

７９Ｅ 

０４１９ ＦＩＮＭＡＣ７団体打ち

合わせ 

事務局 月次報告 － 

０４１９ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（４月１８日（火）告示） 

８１Ｅ 

０４２０ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（４月２０日（木）告示） 

８２Ｅ 

０４２６ 金商業協会連絡協

議ワーキング 

事務局 報告事項 － 

０４２７ 第１回自主規制委員

会（書面） 

事務局 ・「金融先物取引業務の内部管理責任者等に関する規則」の

一部改正の件 

・「個人情報の保護に関する指針」の一部改正の件 

－ 

０４２７ 会員通知 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（４月２７日（木）告示予定） 

８５Ｅ 

０４２７ 会員通知 業務部 「ＳＮＳで実行犯を募集する手口による強盗や特殊詐欺事案

に関する緊急対策プラン」を踏まえた個人情報の適正な取扱

いについて（注意喚起） 

８６Ｅ 

０４２８ 会員通知 業務部 新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけ変更後の基本

的感染対策の考え方等について  

８７Ｅ 

０４２８ 会報の刊行 事務局 会報 136 号（2023 年４月）の掲載について － 

38



月 日 事 項 分 類 内 容 等 文書番号 

０５０６ 会員通知 業務部 令和５年石川県能登地方を震源とする地震による災害等に対

する金融上の措置について（石川県） 

８８Ｅ 

０５０８ 通知文書 業務部 タリバーン関係者等と関連すると疑われる取引の届出等につ

いて 

９１Ｅ 

０５０８ 通知文書 業務部 テロリストと関連すると疑われる取引の届出等について ９２Ｅ 

０５０８ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（５月８日（月）告示） 

９３Ｅ 

０５１２ 通知文書 業務部 令和５年度国家公務員倫理月間等の取組の標語募集につい

て 

９４Ｅ 

０５１５ 第１回業務部会 事務局 ・ 第34回通常総会招集決定の件 

・ 2022年度事業報告及び決算の件 

・ 役員候補者選任の件 

・ 第34回通常総会議事録署名人２名選任の件 

・ 第 34 回通常総会の議決権行使に関する事項の件 

― 

０５１５ 意見交換 総務部 

業務部 

バンクインドネシア副総裁が来協（先物取引等について意見

交換） 

― 

０５１６ 通知文書 総務部 令和５年度 認定個人情報保護団体対象事業者向け実務研

修会 

（第１回～第３回）の開催について 

９５Ｅ 

０５１９ 第１回理事会（書面） 事務局 ・ 「金融先物取引業務の内部管理責任者等に関する規則」

の一部改正の件 

・ 「個人情報の保護に関する指針」の一部改正の件 

・ 会員の入会の件 

・ 会員の退会に伴う預託金の返還の件 

― 

０５１９ 通知文書 業務部 「金融先物取引業務の内部管理責任者等に関する規則」の一

部改正の件 

９８Ｅ 

０５１９ 通知文書 総務部 「個人情報の保護に関する指針」の一部改正の件 ９９Ｅ 

０５２３ 第２回理事会 事務局 ・ 第34回通常総会招集決定の件 

・ 2022年度事業報告及び決算の件 

・ 役員候補者選任の件 

・ 第34回通常総会議事録署名人２名選任の件 

・ 第34回通常総会の議決権行使に関する事項の件 

― 

０５２３ 通知文書 業務部 タリバーン関係者等と関連すると疑われる取引の届出等につ

いて 

１００Ｅ 

０５２４ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（５月２４日（水）告示） 

１０１Ｅ 

０５２４ 通知文書 業務部 金融業界横断的なサイバーセキュリティ演習の業界フィードバ

ック資料について 

１０２Ｅ 

０５２６ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい １０４Ｅ 
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月 日 事 項 分 類 内 容 等 文書番号 

て（５月２６日（金）告示） 

０５２６ 通知文書 業務部 消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）の開始に

向けた周知等について 

１０５Ｅ 

０５２９ 第 130 回金商業協

会連絡協議ＷＧ 

事務局 各種報告 ― 

０６０２ 通知文書 監査部 外国為替証拠金取引等に関する書類調査の実施について １０９Ｅ 

０６０５ 日本 IFIAR ネットワ

ーク第７回総会 

協 会 各種報告 ― 

０６０５ 通知文書 業務部 令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号による災害等に 

対する金融上の措置について（東海財務局静岡財務事務所） 

１１０Ｅ 

０６０５ 通知文書 業務部 令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号による災害等に 

対する金融上の措置について（財務省関東財務局） 

１１１Ｅ 

０６０６ 第 60 回 FX 幹事会 事務局 ・会員提案事項について

・今期の幹事会テーマの進捗等及び来期幹事会について 他

― 

０６０６ 通知文書 業務部 令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号による災害等に

対する金融上の措置について（近畿財務局和歌山財務事務

所） 

１１２Ｅ 

０６０６ 通知文書 業務部 令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号による災害等に

対する金融上の措置について（関東財務局水戸財務事務所） 

１１３Ｅ 

０６０９ 通知文書 総務部 直近決算期の純資産額の報告について １１４Ｅ 

０６０９ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（６月９日（金）告示） 

１１５Ｅ 

０６１４ 通知文書 業務部 令和五年五月五日の地震（石川県能登地方を震源とする地

震） による石川県珠洲市の区域に係る災害により影響を受

けている下請中小企業との取引に関する配慮について 

１１７Ｅ 

０６１６ 通常総会 事務局 ・ 「2022年度事業報告及び決算の件」

・ 「役員の選任の件」

・ 「第 34 回通常総会議事録署名人２名選任の件」

― 

０６１６ 第３回理事会（書面） 事務局 ・ 会長、副会長及び専務理事の選定（代表理事の選定）の件

・ 業務委員会、自主規制委員会、規律委員会並びに不服審

査会の委員長、副委員長及び委員の委嘱の件 

― 

０６１６ 通知文書 事務局 第 34 回通常総会及び 2023 年度役員について １３７Ｅ 

０６２１ FINMAC７団体打合

せ 

事務局 各種報告 ― 

０６２６ 第 131 回金商業協

会連絡協議ＷＧ 

事務局 各種報告 ― 

０６２６ 通知文書 業務部 大量破壊兵器関連計画等関係者等と関連する取引に関する

各種法令の遵守について 

１４０Ｅ 

０６２６ 通知文書 業務部 タリバーン関係者等と関連すると疑われる取引の届出等につ

いて 

１４１Ｅ 
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月 日 事 項 分 類 内 容 等 文書番号 

０６２８ 通知文書 業務部 金融機関における個人情報保護に関するＱ＆Ａの別紙様式

の改正について 

１４２Ｅ 

０６３０ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく措置について（６月３０日

（金）告示） 

１４３Ｅ 

０７０３ 通知文書 業務部 令和５年６月 29 日からの大雨にかかる災害等に対する金融

上の措置について（中国財務局山口財務事務所） 

１４６Ｅ 

０７０４ 全国地方銀行協会

研修 

協 会 講師派遣（通貨オプションの基礎知識と特性） 

7/4～7/6 

― 

０７１０ 通知文書 業務部 令和５年７月７日からの大雨にかかる災害等に対する金融上

の措置について（中国財務局松江財務事務所） 

１５３Ｅ 

０７１０ 通知文書 業務部 令和５年７月７日からの大雨にかかる災害等に対する金融上

の措置について（九州財務局大分財務事務所） 

１５４Ｅ 

０７１１ 通知文書 業務部 令和５年７月７日からの大雨にかかる災害等に対する金融上

の措置について（福岡財務支局佐賀財務事務所） 

１５５Ｅ 

０７１１ 通知文書 業務部 令和５年７月７日からの大雨にかかる災害等に対する金融上

の措置について（財務省福岡財務支局） 

１５６Ｅ 

０７１２ 通知文書 総務部 令和５年度認定個人情報保護団体対象事業者向け実務研修

（第４回～第５回）の開催について 

１５７Ｅ 

０７１３ 第４回理事会（書面） 事務局 ・ 会員の入会の件

・ 重要な使用人の任命の件

― 

０７１４ 通知文書 業務部 令和５年７月７日からの大雨にかかる災害等に対する金融上

の措置について（北陸財務局富山財務事務所） 

１６１Ｅ 

０７１８ 通知文書 業務部 令和５年７月７日からの大雨にかかる災害等に対する金融上

の措置について（東北財務局青森財務事務所） 

１６２Ｅ 

０７１８ 通知文書 業務部 令和５年７月７日からの大雨にかかる災害等に対する金融上

の措置について（東北財務局秋田財務事務所） 

１６３Ｅ 

０７１８ 通知文書 業務部 夏季の省エネルギーの取組について １６４Ｅ 

０７２０ 通知文書 業務部 「内部管理担当役員等及び内部管理責任者配置状況報告

書」の提出について 

１６５Ｅ 

０７２０ 通知文書 業務部 外務員登録申請時に添付する誓約書の運用変更について １６６Ｅ 

０７２５ 第 61 回 FX 幹事会 事務局 ・今期の幹事会について

・投資教育について

・協会からの資料送付方法の変更について 他

― 

０７３１ 第 132 回金商業協

会連絡協議 WG 

事務局 各種報告 ― 

０７３１ 会報の刊行 事務局 会報 137 号（2023 年７月）の掲載について ― 

０８０１ 通知文書 業務部 2022 年度特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談

センター事業報告書のホームページ掲載に係る周知について

１６８Ｅ 

０８０２ 通知文書 総務部 為替リスク想定比率公表ページの移行について １６９Ｅ 

０８０３ 通知文書 業務部 特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドラインの改正に

ついて 

１７０Ｅ 
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月 日 事 項 分 類 内 容 等 文書番号 

０８０３ 通知文書 業務部 障害者差別解消法に係る相談事例等に関する調査について １７１Ｅ 

０８０４ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（８月４日（金）告示） 

１７２Ｅ 

０８０４ 通知文書 業務部 令和５年６月 23 日付けＦＡＴＦ声明を踏まえた犯罪による収益

の移転防止に関する法律の適正な履行等について 

１７３Ｅ 

０８０４ 通知文書 業務部 令和５年台風第６号の影響による停電に伴う災害等に対する

金融上の措置について（内閣府沖縄総合事務局） 

１７４Ｅ 

０８０９ 通知文書 監査部 「証券モニタリング概要・事例集（令和５年８月）」の周知につ

いて 

１７７Ｅ 

０８０９ 通知文書 業務部 令和５年７月７日からの大雨にかかる災害等に対する金融上

の措置について（財務省北陸財務局） 

１７８Ｅ 

０８１０ 通知文書 業務部 金融庁業務支援統合システムの後継となる金融モニタリング

システム（FIMOS）への更改スケジュールおよび周知事項につ

いて 

１７９Ｅ 

０８１０ 通知文書 業務部 大量破壊兵器関連計画等関連者と関連する取引に関する各

種法令の遵守について 

１８１Ｅ 

０８１０ 通知文書 業務部 タリバーン関係者等と関連すると疑われる取引の届出等につ

いて 

１８２Ｅ 

０８１６ 通知文書 業務部 令和５年台風第７号に伴う災害等に対する金融上の措置につ

いて（近畿財務局京都財務事務所) 

１８３Ｅ 

０８１６ 通知文書 業務部 令和５年台風第７号に伴う災害等に対する金融上の措置につ

いて（中国財務局鳥取財務事務所) 

１８４Ｅ 

０８１６ 通知文書 業務部 令和５年台風第７号に伴う災害等に対する金融上の措置につ

いて（近畿財務局神戸財務事務所) 

１８５Ｅ 

０８２１ 通知文書 総務部 為替リスク想定比率公表ページ移行に向けた運用テストにつ

いて 

１８６Ｅ 

０８２３ 通知文書 業務部 登録業者一覧（店頭ＦＸ取引、取引所ＦＸ取引、店頭バイナリ

ーオプション取引）の掲載について 

１８７Ｅ 

０８２５ 通知文書 業務部 高濃度ポリ塩化ビフェニル含有塗膜の調査の進捗状況（令和

５年３月末時点） 

１８８Ｅ 

０８２６ 龍谷大学提供講座 協 会 夏期集中講座 8/26～9/1 ― 

０８３１ 通知文書 業務部 2023 年９月の「価格交渉促進月間」の実施について １８９Ｅ 

０９０１ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（９月１日（金）告示） 

１９０Ｅ 

０９０４ 通知文書 総務部 令和５年度 認定個人情報保護団体対象事業者向け実務研

修会（第６回～第７回）の開催について 

１９１Ｅ 

０９０７ 通知文書 業務部 大量破壊兵器関連計画等関係者等と関連する取引に関する

各種法令の遵守について 

１９７Ｅ 

０９１２ 通知文書 業務部 令和５年台風第 13 号に伴う災害等に対する金融上の措置

について （東北財務局福島財務事務所） 

１９８Ｅ 

０９１２ 通知文書 業務部 令和５年台風第 13 号に伴う災害等に対する金融上の措置 １９９Ｅ 
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月 日 事 項 分 類 内 容 等 文書番号 

について （関東財務局千葉財務事務所及び水戸財務事務

所） 

０９１５ 証券取引等監視委

員会への業務説明

会 

協 会 協会業務についての説明 ― 

０９１５ 個人情報保護委員

会との意見交換会 

事務局 年に一度の認定個人情報保護団体と個人情報保護委員会と

の個別の意見交換会 

― 

０９１５ 通知文書 総務部 為替リスク想定比率公表ページの移行について（追報） ２００Ｅ 

０９１９ 通知文書 業務部 サーマルカメラを使用する場合の個人情報保護法上の留意

点について 

２０１Ｅ 

０９２０ FINMAC７団体打合

せ 

事務局 各種報告 ― 

０９２０ 通知文書 業務部 マイナンバーカード活用等に向けた積極的な周知のご協力の

お願いについて 

２０４Ｅ 

０９２１ 通知文書 総務部 協会からのファイル送付方法について ２０６Ｅ 

０９２２ 明治大学提供講座 協 会 2023/9/22～2024/1/12 毎週金曜日実施 ― 

０９２２ 通知文書 業務部 インボイス制度に関する周知等について ２０７Ｅ 

０９２６ 第 62 回 FX 幹事会 事務局 ・今期の幹事会について

・投資教育について

・協会からの資料送付方法の変更について 他

― 

０９２７ 第 133 回金商業協

会連絡協議 WG 

事務局 各種報告 ― 

０９２８ 通知文書 総務部 令和５年度 認定個人情報保護団体対象事業者向けセミナー

の開催について 

２０８Ｅ 

０９２８ 通知文書 業務部 津波防災の日に係る緊急地震速報訓練への参加の要請及び

訓練参加状況等の調査について 

２０９Ｅ 

１００３ 通知文書 業務部 「一般社団法人金融先物取引業協会内部管理責任者研修・

会員セミナー（大阪）」開催について 

２１１Ｅ 

１００４ 通知文書 業務部 下請取引適正化推進月間（11 月）へのご協力について ２１４Ｅ 

１０１２ 金融庁との意見交換 

会 

事務局 業務委員及び自主規制委員と金融庁との意見交換 ― 

１０１７ 第５回理事会（書面） 事務局 ・会員の退会に伴う預託金の返還の件

・会員の金融商品取引業の登録取消に伴う会員資格喪失の

件 

― 

１０１８ FINMAC７団体打合

せ 

事務局 各協会報告 ― 

１０１８ 通知文書 業務部 疑わしい取引の届出研修会について ２１８Ｅ 

１０２６ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等への措置につ

いて（１０月２６日（木）告示） 

２１９Ｅ 

１０２７ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく措置の一部解除について

（１０月２７日（金）告示） 

２２０Ｅ 
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月 日 事 項 分 類 内 容 等 文書番号 

１０３０ 第 134 回金商業協

会連絡協議 WG 

事務局 各種報告 ― 

１０３１ 会報の掲載 事務局 会報 138 号（2023 年 10 月）の掲載について ― 

１０３１ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（１０月３１日（火）告示） 

２２２Ｅ 

１１１３ 第１回業務委員会 事務局 「事務局の組織及び事務分掌等規程」の一部改正の件 ― 

１１１３ 第６回理事会 事務局 ・2023 年度代表理事の職務執行状況の報告の件

・2023 年度資産管理運用状況の報告の件

― 

１１１３ 通知文書 業務部 大量破壊兵器関連計画等関係者等と関連する取引に関する

各種法令の遵守について 

２２７Ｅ 

１１１４ 通知文書 業務部 冬季の省エネルギーの取組について ２２８Ｅ 

１１１５ FINMAC７ 団体打合

せ 

事務局 各協会報告 ― 

１１１６ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（１１月１６日（木）告示） 

２２９Ｅ 

１１１６ 通知文書 業務部 テロリスト等と関連すると疑われる取引の届出等について ２３０Ｅ 

１１２７ 内部管理責任者研

修 

事務局 最近における証券取引等監視委員会の検査状況について ― 

１１２７ 会員セミナー（大阪） 事務局 ・FX 取引等における個人顧客損益実態調査の結果等につい

て 

・新興国を取り巻くグローバル経済・金融の動向

・協会監査・苦情等について

・最近の財務・金融行政について

― 

１１２８ 第８回認定個人情報 

保護団体連絡会 

事務局 個人情報保護委員会の最近の取組み 他 ― 

１１２８ 通知文書 総務部 令和５年度認定個人情報保護団体対象事業者向け実務研修

会（第８回～第 10 回分）開催のご案内について 

２３３Ｅ 

１１２９ FIA アジアデリバティ

ブ会議 

事務局 The Horizon for Global Markets 他 

11/29～11/30 

― 

１１３０ 第７回理事会（書面） 事務局 ・ 「個人向け店頭バイナリーオプション取引業務取扱規則」の

一部改正の件 

・ 「事務局の組織及び事務分掌等規程」の一部改正の件

・重要な使用人の任命の件

― 

１１３０ 通知文書 事務局 「個人向け店頭バイナリーオプション取引業務取扱規則」の一

部改正について 

２３６Ｅ 

１２０１ 通知文書 業務部 『国家公務員倫理月間』に係る協力要請について ２３７Ｅ 

１２０１ 通知文書 業務部 令和５年 10 月 27 日付けＦＡＴＦ声明を踏まえた犯罪による収

益の移転防止に関する法律の適正な履行等について 

２３８Ｅ 

１２０１ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（12 月１日（金）告示） 

２３９Ｅ 

１２０１ 通知文書 業務部 デコ活アクション大喜利大会の開催について ２４０Ｅ 
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１２０４ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（12 月４日（月）告示） 

２４１Ｅ 

１２０５ 第 63 回 FX 幹事会 事務局 ・投資教育について

・来年度における取引データ保存・報告制度の運用に係る負

担金について 

・JPCERT/CC 早期警戒情報の提供形態の変更について 他

― 

１２０７ 通知文書 業務部 金融先物取引業務マニュアルの改訂について ２４３Ｅ 

１２０８ 通知文書 調査部 外国為替証拠金取引等における個人顧客損益状況等に関す

る実態調査 （個人顧客損益実態調査）の実施について 

２４４Ｅ 

１２０８ 通知文書 業務部 マネロン・テロ資金供与対策ガイドラインに関するよくあるご質

問（FAQ）改訂について 

２４５Ｅ 

１２０８ 通知文書 業務部 タリバーン関係者等と関連すると疑われる取引の届出及び資

産凍結等の措置の実施について 

２４６Ｅ 

１２０８ 通知文書 業務部 下請取引の適正化について ２４７Ｅ 

１２１５ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（12 月 15 日（金）告示） 

２４９Ｅ 

１２１８ 通知文書 業務部 契約締結前交付書面（ひな型）の改訂について ２５０Ｅ 

１２２０ 第２回業務部会 事務局 ・活動状況

・2024 年度事業計画の概要（案）及び予算（案）について

― 

１２２０ ＦＩＮＭＡＣ７団体打合

せ 

事務局 ・月次報告 ― 

１２２０ 通知文書 業務部 JPCERT/CC 早期警戒情報の提供形態の変更について ２５１Ｅ 

１２２０ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく措置について（12 月 20 日

（水）告示） 

２５２Ｅ 

１２２６ 通知文書 業務部 公益通報者保護制度の広報資料の周知について ２５４Ｅ 

１２２６ 通知文書 業務部 PCB に汚染された絶縁油を含む電気機器等の所有・保管に

係る調査の実施状況等に関する調査への回答について  

２５５Ｅ 

１２２６ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（12 月 26 日（火）告示）  

２５６Ｅ 

１２２６ 通知文書 事務局 なりすましメール対策（送信ドメイン認証関係）について ２５７Ｅ 

１２２７ 第 135 回金商業協

会連絡協議ＷＧ 

事務局 ・月次報告 ― 

２０２４年 

０１０４ 通知文書 業務部 令和６年能登半島地震にかかる災害等に対する金融上の措

置について（石川県、富山県、福井県） 

１Ｅ 

０１０４ 通知文書 業務部 令和６年能登半島地震にかかる災害等に対する金融上の措

置について（新潟県） 

２Ｅ 

０１０３ 通知文書 業務部 「Global Money Week 参加要領」について ３Ｅ 

０１０４ 通知文書 業務部 マイナポータル連携等を活用した確定申告・年末調整の推進

について 

４Ｅ 

０１１２ 通知文書 業務部 令和６年能登半島地震の影響を受けている下請中小企業と ７Ｅ 
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の取引に関する配慮について  

０１１５ 通知文書 業務部 「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の周

知について 

８Ｅ 

０１１６ 通知文書 業務部 犯罪収益移転防止法上の本人確認方法の見直しの方向性に

ついて 

９Ｅ 

０１１７ ＦＩＮＭＡＣ７団体打合

せ 

事務局 ・月次報告 ― 

０１１７ 通知文書 業務部 テロリスト等と関連すると疑われる取引の届出等及び資産凍

結等経済制裁対象者に対する資産凍結等の措置の実施につ

いて  

１０Ｅ 

０１１８ 通知文書 業務部 「令和６年能登半島地震による災害についての特定非常災害

及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令」につい

て  

１２Ｅ 

０１２４ 通知文書 業務部 責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための取組

支援セミナーについて 

１４Ｅ 

０１２５ 通知文書 業務部 「一般社団法人金融先物取引業協会内部管理責任者研修・

会員セミナー（東京）」の開催について 

１５Ｅ 

０１２５ 通知文書 業務部 自衛官診療証記号・番号等の告知要求制限について １６Ｅ 

０１２５ 通知文書 業務部 令和６年１月 23 日からの大雪等による災害等に対する金融

上の措置について（東海財務局岐阜財務事務所） 

１７Ｅ 

０１２９ 第 136 金商業協会

連絡協議ＷＧ 

事務局 ・月次報告 ― 

０１２９ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（１月 29 日（月）告示）  

１８Ｅ 

０１３０ 第 64 回ＦＸ幹事会 事務局 ・協会の活動状況について 

・投資教育について 

・JPCERT/CC早期警戒情報 提供形態変更ついて 

・「個人情報の保護に関する法律施行規則」の改正等につい

て 

・Kinsaki-net リニューアルについて 

― 

０１３０ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（１月 30 日（火）告示）   

１９Ｅ 

０１３１ 第８回理事会（書面） 事務局 ・会員の退会に伴う預託金の返還の件 ― 

０１３１ 会報 139 号 事務局 （2024 年１月）の掲載について ― 

０１３１ 通知文書 業務部 大量破壊兵器関連計画等関係者等と関連する取引に関する

各種法令の遵守について  

２１Ｅ 

０１３１ 通知文書 業務部 テロリスト等と関連する取引に関する各種法令の遵守につい

て 

２２Ｅ 

０２０２ 通知文書 業務部 金融モニタリングシステム（FIMOS）への事前利用者登録につ

いて 

２５Ｅ 

０２０５ 第 17 回金融・資本 協 会 統計調査報告 ― 
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市場統計整備懇談

会 

０２０９ 通知文書 業務部 自主規制規則等の見直し等に関するご意見の募集について ２８Ｅ 

０２１５ 通知文書 業務部 タリバーン関係者等と関連すると疑われる取引の届出等及び

資産凍結等経済制裁対象者に対する資産凍結等の措置の実

施について（１月 29 日告示） 

３０Ｅ 

０２１５ 通知文書 業務部 テロリスト等と関連すると疑われる取引の届出等及び資産凍

結等経済制裁対象者に対する資産凍結等の措置の実施につ

いて（１月 29 日告示） 

３１Ｅ 

０２１５ 通知文書 業務部 テロリスト等と関連すると疑われる取引の届出等及び資産凍

結等経済制裁対象者に対する資産凍結等の措置の実施につ

いて（１月 30 日告示） 

３２Ｅ 

０２１５ 通知文書 業務部 「災害時の金融上の措置」に関する取扱要領の改正について ３３Ｅ 

０２２０ 第３回業務部会 事務局 ・活動状況

・2024 年度事業計画及び予算の件等

－ 

０２２１ 通知文書 業務部 マネロン・テロ資金供与対策ガイドラインに関するよくあるご質

問(FAQ)改訂に係る説明会について 

３４Ｅ 

０２２２ 学術連携（経済）研

究会 

事務局 実際の店頭外国為替証拠金取引の取引データから新型コロ

ナ発生時の円相場と FX 投資家の行動についての分析報告

－ 

０２２２ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（２月 22 日（木）告示） 

３５Ｅ 

０２２８ 会員セミナー（東京） 事務局 証券取引等監視委員会による研修 

・最近における証券取引等監視委員会の検査状況について

財務省、日本銀行、国際通貨研究所、協会による講演 

・最近の国際金融情勢

・日本経済の現状と展望

・協会監査・苦情等について

・金融先物市場の出来高概況と顧客の損益状況について

・最近の外国為替市場の動向

－ 

０２２９ 通知文書 業務部 生活保護の受給者番号等の告知要求制限について ３７Ｅ 

０２２９ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法における本人確認義務等の履行に

際し本人確認書類として医療券等が用いられた場合の受給

者番号等の取扱いに関する留意事項等について 

３８Ｅ 

０３０１ 通知文書 総務部 Kinsaki-net リニューアルに向けたアンケート調査の実施につ

いて 

３９Ｅ 

０３０１ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（３月１日（金）告示） 

４０Ｅ 

０３０４ 通知文書 業務部  【取引データ保存・報告制度関係】FOREST システムに係る

重要なお知らせ 

４１Ｅ 

０３０４ 通知文書 業務部 東日本大震災発生十三年となる３月 11 日における弔意表明

について 

４２Ｅ 
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月 日 事 項 分 類 内 容 等 文書番号 

０３０４ 通知文書 業務部 自殺対策強化月間の取り組みの公表等について  ４３Ｅ 

０３０５ 第１回業務委員会 事務局 2024 年度事業計画及び予算の件 － 

０３０５ 通知文書 業務部 外国為替及び外国貿易法に基づく資産凍結等の措置につい

て（３月５日（火）告示） 

４４Ｅ 

０３０７ 第１回自主規制部会

（書面） 

事務局 ・「外務員の登録等に関する規則」の一部改正の件 

・「個人情報保護に関する指針」の一部改正の件 

－ 

０３０７ 通知文書 業務部 ２０２４年３月「価格交渉促進月間」の実施について ４８Ｅ 

０３０８ 通知文書 業務部 蛍光ランプの製造・輸出入廃止に向けた周知について ４９Ｅ 

０３０８ 通知文書 業務部 【取引データ保存・報告制度関係】FOREST システムに係る重

要なお知らせ（再掲） 

５１Ｅ 

０３０８ 通知文書 業務部 テロリスト等と関連する取引に関する各種法令の遵守につい

て 

５２Ｅ 

０３１１ 通知文書 業務部 不当な下請代金の減額の防止に係る要請について ５４Ｅ 

０３１１ 通知文書 業務部 法人店頭 FX 取引の証拠金率に関する書類調査の実施につ

いて 

５３Ｅ 

０３１２ 通知文書 業務部  【取引データ保存・報告制度関係】FOREST システム「レポー

ト一覧」機能について停止期間延長のお知らせとお詫び 

５５Ｅ 

０３１３ 第９回理事会 

（書面） 

事務局 ・臨時総会招集の件 

・2024 年度事業計画及び予算の件 

・臨時総会議事録署名人２名選任の件 

・臨時総会の議決権行使に関する事項の件 

・団体役員賠償責任保険の契約の件 

 

０３１５ 通知文書 業務部 金融上の措置要請雛形の改正案について（意見募集） ５９Ｅ 

０３１８ 第２回自主規制委員

会（書面） 

事務局 ・「外務員の登録等に関する規則」の一部改正の件 

・「個人情報保護に関する指針」の一部改正の件 

－ 

０３１９ ＦＩＮＭＡＣ７団体打ち

合わせ 

事務局 月次報告 － 

０３２１ 通知文書 業務部 マイナンバーカードへの旧氏併記に関する制度に係る周知等

のお願い 

６１Ｅ 

０３２２ 学術連携（法学）研

究会  

事務局 取引データ保存・報告制度のデータ分析を踏まえ、価格の適

正性の考え方やかい離した約定価格における投資家への説

明責任などについての意見交換実施 

－ 

０３２２ 通知文書 業務部 テロリスト等と関連すると疑われる取引の届出等及び資産凍

結等経済制裁対象者に対する資産凍結等の措置の実施につ

いて 

６２Ｅ 

０３２６ 金商業協会連絡協

議ワーキング 

事務局 報告事項 － 

０３２６ 通知文書 業務部 金融庁所管事業分野における障害を理由とする差別の解消

の推進に関する対応指針の改正について  

６３Ｅ 

０３２６ 通知文書 業務部 「北朝鮮 IT 労働者に関する企業等に対する注意喚起」の公

表について（３月２６日（火））  

６４Ｅ 
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月 日 事 項 分 類 内 容 等 文書番号 

０３２７ 通知文書 業務部 大量破壊兵器関連計画等関係者等と関連する取引に関する

各種法令の遵守について 

６５Ｅ 

０３２８ 通知文書 業務部 インボイス制度に関する周知等について ６６Ｅ 

０３２８ 通知文書 総務部  【取引データ保存・報告制度関係】FOREST システムに係る

重要なお知らせ 

６７Ｅ 

０３２９ 臨時総会 事務局 ・2024 年度事業計画及び予算の件

・臨時総会議事録署名人２名選任の件

－ 

０３２９ 第 10 回理事会 

（書面） 

事務局 ・「外務員の登録等に関する規則」の一部改正の件

・「個人情報保護に関する指針」の一部改正の件

－ 

０３２９ 通知文書 事務局 ２０２４年３月 29 日開催臨時総会の結果について ７０Ｅ 

０３２９ 通知文書 事務局 協会規則等の一部改正について ７２Ｅ 

０３２９ 通知文書 業務部 令和６年２月 23 日付けＦＡＴＦ声明を踏まえた犯罪による収益

の移転防止に関する法律の適正な履行等について 

７３Ｅ 

０３２９ 通知文書 業務部 デジタル原則に照らした民間事業者による閲覧・縦覧規制の

見直しについて 

７４Ｅ 
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別紙２　所管金融商品取引の状況（マッピング）

東京金融取引所(TFX) TFX_TONA3ヵ月金利先物 USDJPY

OSE_TONA3か月金利先物 銀行 1 社 GBPJPY 銀行 6 社

大阪取引所(OSE) 証券 14 社 AUDJPY 証券 25 社

EURJPY ＦＸ専業 16 社

EURUSD

GBPUSD

計 15 社 MXNJPY 計 47 社

AUDUSD

NZDJPY

CHFJPY

GBPAUD

EURAUD

その他通貨ペア

（実績全163通貨ペア）

東京金融取引所(TFX) （取引所外国為替証拠金取引） USDJPY

くりっく365 銀行 1 社 INRUSD 銀行 7 社

大阪取引所(OSE) 大証FX（2014年10月より休止） 証券 10 社 IDRUSD

商品先物 5 社 COPUSD

ＦＸ専業 3 社 IDRJPY

TWDJPY

計 19 社 INRJPY 計 7 社

KRWJPY

BRLUSD

BRLJPY

その他通貨ペア

（実績全26通貨ペア）

シカゴ・マーカンタイル取引所(CME) SOFR（3ヵ月）先物 Vanilla Option

EURIBOR(３ヵ月)金利先物 銀行 9 社 Single Barrier Option 銀行 42 社

シカゴ商品取引所(CBOT) SONIA指数(３ヵ月)先物 証券 14 社 Doubles Barrier Option 証券 8 社

ＢＡ手形(90日) Window Barrier Option ＦＸ専業 2 社

ICE FUTURES EUROPE, United Kingdom(ICEFEUK) SOFR(３ヵ月)先物オプション･コール 等

SOFR(３ヵ月)先物オプション･プット USDJPY

オーストラリア証券取引所(ASX24) フェド･ファンド(30日) 計 23 社 EURUSD 計 52 社

SOFR（1ヵ月）先物 EURJPY
LSE DERIVATIVES Market
（LSEDM）

銀行間ｵｰﾊﾞｰﾅｲﾄ(30日)金利先物 GBPJPY

※2021年第4Q以降廃止 EURIBOR金利オプション・プット GBPUSD

EURIBOR金利オプション・コール その他通貨ペア

その他（Other） 等 （実績全84通貨ペア）

シカゴ・マーカンタイル取引所(CME) インドルピー／米ドル通貨先物 Digital Option

米ドル／中国人民元（オフショア）通貨先物 銀行 1 社 Accrual Option 銀行 2 社

シンガポール取引所(SGX-DT) 英ポンド通貨 証券 9 社 等 証券 5 社

日本円通貨 商品先物 1 社 USDJPY ＦＸ専業 1 社

韓国取引所(KRX) カナダドル通貨 EURUSD

豪ドル通貨 GBPJPY

その他（Other） ユーロ通貨 計 11 社 EURJPY 計 8 社

ブラジルレアル通貨先物 AUDJPY

NZドル通貨先物 GBPUSD 6 社

スイスフラン通貨 その他通貨ペア

等 （実績全8通貨ペア）

(内、個人向けバイナリー）

金
利
系

オ
プ
シ
ョ
ン
取
引

通
貨
オ
プ
シ
ョ
ン
取
引

通
貨
系

バ
イ
ナ
リ
ー
・
オ
プ
シ
ョ
ン

店
頭
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引

金
融
商
品

四半期出来高推移
（単位：百万円）

主な金融商品

取扱社数
（媒介含む）

2023年度第3四半期実績 2023年度第3四半期実績

先
渡
取
引

外
国
為
替
証
拠
金
取
引

N
D
F

市
場
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引

金
融
商
品

取引所名
四半期出来高推移
（単位：枚）

主な金融商品

取扱社数
（媒介含む）

国
内
取
引
所

金
利
系

通
貨
系

海
外
取
引
所
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個人 法人 個人 法人 個人 法人 個人 法人
電子取引
基盤

TR対象 CCP対象
証拠金規
制

ストレス
テスト

開示 データ保存・報告 個人 法人 個人 法人 個人 法人 個人 法人 個人 法人

― ―

―

―

―

金融商品取引業者等向け
の総合的な監督指針Ⅳ-3-
3-2(6)④、金先協業務取

扱規則第8条の2

通貨関連店
頭ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引
（府令第
123条第4
項）

金融先物取引等（特定投
資家を除く）

店頭デリバティブ取引等
（金商法第2条第8項4
号、但し特定投資家を除

く）

店頭デリバティブ取引等
（金商法第2条第8項4
号、但し特定投資家を除

く）

通
貨
系

府令第
117条第
1項第27
号、第
28号

―

府令第143条第1項
第1号

府令第
123条第
1項第21
号の2

―

府令第117条第1項
第9号

バ
イ
ナ
リ
ー
・
オ
プ
シ
ョ
ン

府令第117
条第1項第
27号、第28

号

通貨関連
外国市場
ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨ
ﾌﾞ取引等
（府令第
143条第
3項第3
号）

通貨関連
外国市場
ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨ
ﾌﾞ取引等
（府令第
143条第
3項第3
号）

通貨関連
外国市場
ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨ
ﾌﾞ取引
（府令第
123条第
5項）

金融先物取引等
（特定投資家を除

く）

通貨関連店
頭ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引
（府令第
143条第3項
第2号）

通貨関連店
頭ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引
（府令第
143条第3項
第2号）

―

府令第143条第1項第1号
府令第123
条第1項第
21号の2

金融商品取引業者等向け
の総合的な監督指針Ⅳ-3-
3-2(6)④、金先協業務取

扱規則第8条の2

金融先物取引等
（特定投資家を除

く）

規制対象外

金商法2条第
22項第3号
及び4号（但
し、権利行
使期間が2営
業日以内の
ものは除
く）

適用除外

府令第123
条第1項第
21号の10、
第21号の11
（除外規定
が複数あ
り）

通貨関連店
頭ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引
（府令第
143条第3項
第2号）

通貨関連店
頭ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引
（府令第
143条第3項
第2号）

通貨関連店
頭ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引
（府令第
123条第4
項）

金融先物取引等（特定投
資家を除く）

府令第117
条第1項第
27号、第28

号

―

府令第143条第1項第1号
府令第123
条第1項第
21号の2

―

施行令第16条の4

オ
プ
シ
ョ
ン
取
引

通
貨
オ
プ
シ
ョ
ン
取
引

金商法40条
の７

金商法156
条の64

金商法156
条の62

金商法40条
第２号

―

施行令第16条の4

店頭デリバティブ取引等
（金商法第2条第8項4
号、但し特定投資家を除

く）

海
外
取
引
所

金
利
系

― ― ― ― ― ―

府令第117条第1項
第9号

通貨関連
市場ﾃﾞﾘ
ﾊﾞﾃｨﾌﾞ取
引

（府令第
143条第
3項第1
号）

通貨関連
市場ﾃﾞﾘ
ﾊﾞﾃｨﾌﾞ取
引

（府令第
143条第
3項第1
号）

通貨関連
市場ﾃﾞﾘ
ﾊﾞﾃｨﾌﾞ取
引

（府令第
123条第
3項）

金融先物取引等
（特定投資家を除

く）
規制対象外

金商法2条第
22項第2号
（但し、約
定の日から
受渡しの日
までの期間
が2営業日以
内のものは
除く）

―

府令第143条第1項第1号
府令第123
条第1項第
21号の2

―

施行令第16条の4

金融商品取引業者等向け
の総合的な監督指針Ⅳ-3-
3-2(6)④、金先協業務取

扱規則第8条の2

通貨関連店
頭ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引
（府令第
143条第3項
第2号）

通貨関連店
頭ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引
（府令第
143条第3項
第2号）

通貨関連店
頭ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引
（府令第
123条第4
項）

金融先物取引等（特定投
資家を除く）

N
D
F

金商法40条
の７

金商法156
条の64

金商法156
条の62

金商法40条
第２号

府令第117
条第1項第
27号、第28

号
適用除外

府令第123
条第1項第
21号の10、
第21号の11
（除外規定
が複数あ
り）

施行令第16条の4

金融先物取引等
（特定投資家を除

く）
規制対象外

金商法2条第
22項第1号
及び2号（但
し、約定の
日から受渡
しの日まで
の期間が2営
業日以内の
ものは除
く）

適用除外

府令第123
条第1項第
21号の10、
第21号の11
（除外規定
が複数あ
り）

金商法156
条の62

金商法40条
第２号

府令第123
条第1項第
21号の4、
第21号の
5、第21号

の6

府令第117
条第1項第
28号の２

府令第123
条第1項第
21号の７、
第21号の８

府令第117
条第1項第
27号、第28

号

特定通貨関
連店頭ﾃﾞﾘﾊﾞ
ﾃｨﾌﾞ取引
（府令第
117条第39
号）（個
人、金商業
者、外国業
者を顧客と
する場合を
除く。）

通貨関連店
頭ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引
（府令第
143条第3項
第2号）

通貨関連店
頭ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引
（府令第
143条第3項
第2号）

通貨関連店
頭ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引
（府令第
123条第4
項）

金融先物取引等（特定投
資家を除く）

ロスカット規制 不招請勧誘の禁止 新確認書

国
内
取
引
所

金
利
系

― ― ― ― ―

店
頭
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引

金
融
商
品

非清算店頭デリバティブ規制等
決済リスク管理強化

（特定通貨関連店頭デリバティブ
取引）

証拠金規制
（オプションは売る
立場に限る・決済を

除く）

信託保全
（媒介・取次ぎ・代

理を含む）

先
渡
取
引

外
国
為
替
証
拠
金
取
引

金商法40条
の７

金商法156
条の64

府令第117
条第1項第
39号、第40

号

府令第143条第1項第1号
府令第123
条第1項第
21号の2

―

市
場
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引

金
融
商
品

証拠金規制
（オプションは売
る立場に限る・決
済を除く）

信託保全
（媒介・取次ぎ・
代理を含む）

ロスカット規制 再勧誘の禁止

―

府令第117条第1項
第9号

―

府令第117条第1項
第9号

通
貨
系

府令第
117条第
1項第27
号、第
28号

―

府令第143条第1項
第1号

府令第
123条第
1項第21
号の2

51



(注)各部の人数は、主たる業務の配置によっている。
　【常勤役員　１名、職員１８名、パート職員２名】

情報管理室モニタリング担当

調査役等（３名） 調査役等（４名） 調査役 調査役

次長

部長 部長（兼） 部長

次長（１名） 次長（２名） 次長

主任調査役（２名）

部長（兼）

（統括役代行） （統括役代行）

（自主規制実施業務） （ 　法人管理 ・ 業務、企画、会員等業務  ）

【５名】 【８名】 【３名】 【２名】

監査部 総務部

業務部 調査部
計画監査担当 不服審査会室

個人情報苦情相談室

業務委員会
自主規制委員会

規律委員会

統括役
（監査部所掌）

統括役
（事務局長）

（重要な使用人） （重要な使用人）
村田　雅彦 小堀　敏久

委員会

別紙３　一般社団法人金融先物取引業協会組織図

（２０２４年３月）

総　　会

監　事 照内　太郎

理事会
（１１名）（顧　問）

専務理事 山﨑　晃義

不服審査会
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協会組織図

総 会

理 事 会
・会長 ・副会長 ・専務理事 ・理 事

監 事

不服審査会

規律委員会業務委員会自主規制委員会

業務部会

通貨オプション部会ＦＸ幹事会

自主規制部会

ＦＸ関連ワーキング

個人向け店頭バイナリー
オプション取引作業部会

2024年3月
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無登録のFX業者とのトラブル防止のための啓発動画等の公開について 

 

2023年度は、以下の3本の動画を協会ホームページで公開しました。 

【URL】 https://www.ffaj.or.jp/investors/movie-corner/ 

 

○『「絶対に儲かるFX投資」その言葉に騙されていませんか？（ペンギン編）』（2023年12月13日公

開） 

 
 

○『FX投資のオイシイ話、鵜呑みにしないで！（犬編）』（2024年3月11日公開） 

 

 
○『動画で学ぼう！円安・円高って、なんだろう？』（2024年4月3日公開） 

 
 

無登録業者等からの悪質な投資勧誘による被

害防止のための注意喚起動画です。ペンギン

の親子が、FX 取引を騙った詐欺的な勧誘や無

登録業者に注意してほしい旨のメッセージを伝

えます。 

SNS で知り合った相手からの勧誘がきっかけで

投資トラブルに巻き込まれた犬が、「FX 投資の

オイシイ話、鵜呑みにしないで！」と強いメッセ

ージを訴えます。増加傾向にある SNSを起因と

する投資トラブルに関する注意喚起動画です。 

これから金融経済を学ばれる方への外国為替

等に関する知識の普及啓発を目的とした動画

です。日常生活にかかわる「円安・円高って、

なんだろう？」という疑問に対して、シンプルイ

ラストを用いて分かりやすく解説します。 
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